予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：刑事警察費
	事業名　新ストーカー被害防止対策費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　警察本部　生活安全部　生活安全総務課　電話番号：058-271-2424（内3011 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c18879@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　2,471千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,471
	877
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,594

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　平成26年中のストーカー事案の相談認知件数は558件（前年比+187件）と過去最多を記録した。この種事案の特徴は、当初は比較的軽微な事案とし
か認められない場合であっても、事態が急展開して重大事件に発展するおそ
れが大きく、被害者等の保護及び被疑者の検挙対策を強力に推進していると
ころである。

　　　一方、ストーカー加害者については、カウンセリング等の行為者の被害者

に対する執着心・支配意識を取り除くための適切な手法が検討され、新たな

施策を全国的に取り組むこととしているが、依然として重大事件が発生して

いる現状に鑑みると、被害者等の安全の確保を最優先とした対応の充実・強
化が喫緊の課題となっている。
（２）事業内容

　　○　ストーカー加害者に対するアプローチに関して精神科医等からのアド
バイスにより、加害者に対して適切な対応を行うことで再発防止を図る。

　　○　警察庁が主催するストーカー加害者へのアプローチに関するカウンセ

リング講座を受講する。

○　ストーカー加害者の精神科医等への受診を促すチラシ・リーフレットの

作成、配布を実施する。

○　防犯カメラセットの増強整備
　　　　玄関ドア用、屋外取付用カメラ及びレコーダのセットを被害者等居宅へ
配置することで、被疑者の押しかけ行為の防止と違反行為の証拠化を図る。

　　
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県内におけるストーカー等被害防止に係る事業であり、県民の生命・身体
の保護に直接関わる負担であること、また補助率については他の国庫補助金
対象事業と同様の割合で国庫を充当しており妥当である。

（４）類似事業の有無
　　　有り　【類似事業】防犯警察費
　　　類似事業内にも、ストーカー・ＤＶ被害者対策が実施されているが、当該

事業は、ストーカー加害者への取組みを重点としたものであり、重複するこ

とは無い。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	69
	カウンセリング講座受講用

	需用費
	470
	玄関ドア用監視カメラの整備、加害者へ受診を促すチラシ等の作成

	その他
	1,932
	精神科医等によるアドバイス謝金、防犯カメラセットの整備、カウンセリング講座受講料

	合計
	2,471
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「岐阜県長期構想」
　　　　5-Ⅰ-4　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる

　　
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案への迅速かつ的確な対応を行う。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ストーカー相談認知件数
	558件
（H26）
	　
（H　）
	　
（H　）
	　
（H　）
	（H  ）
	％


	禁止命令発出件数
	12件
（H26）
	　　
（H　）
	　　
（H　）
	　
（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　ストーカー等犯罪被害の防止に係る事業であり、目標を設定することは困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　ストーカー等の被害防止対策は、県民の安全安心に直結する事業であり、必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　事態が急展開するストーカー事案については、これまで通り保護の徹底を図っていくが、加害者の改善のためのカウンセリング技術などを習得している警察官は皆無であり、アプローチに関する新たな取組みはこれからの課題となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　ストーカー等事案件数の推移や県内での発生状況等を勘案する必要はあるが、県民の安全安心に関わるものであり継続して取組む必要がある。



